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――連邦と自治体の取り組みから――
１. 本論文の主題
本論文の目的は、ドイツにおける移民政策ならびに多文化化・多様化した社会の歴史的
変遷をたどりながら、第１に、移民側・受け入れ社会側、両者の観点からの社会統合の現
状と課題を分析・検討するとともに、第２に、自治体レベルにおける統合政策を概観し、
ドイツの統合政策において自治体が果たした役割を検証することである。その上で、最後
に、ドイツ社会における今後の課題と展望を考察している。
ドイツの移民政策と社会統合に関して、海外では、歴史社会学などからフランスとドイ
ツの比較研究があり、ドイツでは、政治学からの「宣言なき移民国」論、教育学からの「移
民の子どもへの制度的・組織的差別の問題」の指摘、政治社会学からの移民の政治参加の
分析、州および自治体レベルの移民の統合政策の分析が行われている。日本では、移民の
受け入れや定住に伴う政治的側面の比較分析、移民問題の政策過程の考察、移民国への変
容の研究があり、州・自治体レベルにおける研究は多くない。このような研究動向を踏ま
えて、テーマ設定が行われている。
本論文の特徴は、連邦レベルにおける外国人政策から移民政策への転換と、自治体レベ
ルの統合政策を関連づけて分析するところにある。連邦レベルの統合政策に関しては、教
育、政治参加、差別の実態から捉える。他方、自治体レベルについては、特に移民集住都
市であるフランクフルト・アム・マイン市（以下、フランクフルト市と略する）の事例を
取り上げ、多文化局、外国人代表者会議、同市の「統合・多様性構想」に焦点をあてて考
察をしている。論文執筆に当たって、申請者は、フランクフルト・アム・マイン市多文化
局でインターンシップ(2010 年 9～10 月)を行っており、その際の経験や現地でのフィール
ドワークやインタビューで得られた情報が活用されている。
移民政策に関しては、内外において社会学の分野から多くの研究が行われている。本論
文は、これまでの国際社会学や地域研究の成果を踏まえて、統計・世論調査のデータ分析
に基づきドイツ社会の変容の実態を把握し、さらに政治学的な言説分析・政策分析を組み
合わせ、全体として学際的研究をおこない、統合政策における自治体レベルの役割を分析
するなど実践性を有するものである。
２. 本論文の構成
本論文の構成は以下のとおりである。
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３. 本論文の概要
本論文の各章の概要は以下のとおりである。
序章
序章「遅れてきた移民国の移民・統合政策」では、まず、移民国ドイツにいたるプロセ
スにおけるキーワードとして、「外国人政策」、「移民政策」、「統合政策」について述べられ、
テーマ設定が行われる。コール連立政権期までは、ドイツは「移民国ではない」とされ、
血統主義に基づく国籍法と共に、外国人政策によって対応を行ってきた。1998 年に成立し
た赤緑連立政権への政権交代により、新たに「移民政策」が実施され、統合政策が実施さ
れる。2005 年以降、連邦統計局は毎年マイクロセンサス(小規模国政調査)を行い、「移民の
背景を持つ者」を「移民」と定義し、統計を取っている。統合政策については、次のよう
な連邦内務省の定義を出発点としている。「統合とは、永続的・合法的にドイツで生活する
全ての人々を社会に編入することを目的とする長期的プロセス」であり、統合政策の目的
は、「ホスト社会の人々と同様に、移住者に対して、経済的・福祉的・社会的分野に関与す
る同等の機会を可能にすること。移住者は、ドイツ語を習得すること、ならびに、憲法と
法を熟知し、尊重し、従う責務を負う。それと同時に、移住者には可能な限り全ての社会
的分野への同権的アクセスが可能とならねばならない」。
重要な点は、移民の社会統合は、「移民側と受け入れ社会側の双方向の課題」であるとい
う点である。従って、本論文は、「ドイツにおける移民政策ならびにそれによって多文化化・
多様化した社会の歴史的変遷を俯瞰しながら、①移民側・受け入れ社会側の社会統合の現
状と課題を分析・検討するとともに、②自治体における統合政策を概観し、③ドイツの統
合政策において自治体が果たした役割を検証する。その上で、④ドイツ社会における今後
の課題と展望を考察する」。また、「移民側と受け入れ社会側の双方向」とともに、「統合政
策の重層性」に焦点を当てる。
先行研究については、海外の研究動向では、ブルーベーカーによるドイツとフランスの
ネイション理解や国民統合策を比較する比較歴史学研究、ベニンクスによる欧州各都市に
おける統合政策の比較研究、政治学者トレンハルトによる「外国人嫌悪の政治」を引き起
こした「宣言なき移民国」論、フィルジンガーによってこうした政治が自治体における統
合政策の学習プロセスを阻害し、外国人排斥を助長する要因になったという主張などがあ
る。つぎに、移民の社会統合やドイツ社会の様相については、教育学からのゴモッラやラ
6トケによる学校における移民の子どもの制度的・組織的差別の問題についての分析、ヴュ
ストによる移民の政治参加に関する分析、シェーンベルダーらによる大都市議会における
移民議員を対象とした社会学的調査などがある。州・自治体レベルの移民や統合政策につ
いての研究は、数的に多くはないが、フィルジンガーたちの調査に基づく研究があり、「外
国人問題の自治体化」が指摘されている。また、ボメスは、福祉団体や NGO による統合政
策への取り組みに焦点を合わせ、政治社会学者のゲーゼマンとロートは、自治体が統合政
策に取り組む必要性について指摘している。
他方、日本の研究動向として、梶田孝道の独仏の国民観・国家観の比較研究、内藤正典
のドイツ社会における「内なるドイツ人」と「外たる移民」論、「平行社会」の問題性につ
いての石川真作や近藤潤三の分析など、ドイツ社会におけるムスリム系・トルコ系移民に
対する差別の実態やその構造についての研究がある。さらに、廣渡清吾による移民の受け
入れや定住に伴う制度的側面に関する研究、ドイツを含む欧州という枠組みから移民政策
を論じる宮島喬の研究がある。また、近藤潤三による移民問題の政策過程の考察、久保山
亮による移民国への変容の分析がある。州・自治体レベルの統合政策をテーマとする研究
はあまり多くないが、久保山亮によるドイツの移民政策における州政府の権限の強さの指
摘、福祉団体などの中間的組織の重要性の指摘があり、ベルリン、ミュンヘン、ヘッセン
州に関する分析がある。
このような多様な研究動向を踏まえて、テーマ設定を行っている。こうした研究動向の
整理と共に、各種統計資料、政府ないし研究機関などによる調査資料を基にデータ分析を
行ない、自治体の事例研究としては、フランクフルト・アム・マイン多文化局でのインタ
ーンシップ、現地でのフィールドワークやインタビューにより得られた情報を活用してい
る。
研究アプローチとして、歴史社会学的文献研究、国際社会学に基づく類型論を踏まえ、
統計・調査のデータ分析、フィールドワークによる現地調査に基づき、政治学的言説分析・
政策分析を組み合わせて、全体として学際的な分析を行なっている。
第１章
第１章「連邦レベルの移民政策と社会の多様化」では、ドイツが何故「遅れてきた移民
国」になったのか，その要因を検証するため，連邦レベルでの外国人・移民政策の変遷を
概観する。具体的には，主として 1950 年代から始まった外国人受け入れから，「移民国で
はない」ことを前提として行われた外国人政策，その中で生じた「多文化社会」論争，そ
して 1998 年以降の移民政策への転換まで，現状に至る経緯を説明する。その上で，現在の
統合政策と多様化したドイツ社会の現状から，ドイツの特徴を考察する。
第１節では、移民増加の４つの要因、経済的要因である外国人労働者の受け入れ、人道
的要因である庇護申請者の受け入れ、民族的要因としてのドイツ系移住者の受け入れ、地
政学的要因である EU 市民の移動が述べられる。第２節では、1991 年には外国人人口は 588
7万人(人口の 7.3%)に達したが、コール保守リベラル政権(1982-1998 年)までは、「移民国で
はない」ことを基本理念にして「外国人」政策を維持し続けたことが述べられる。その間、
「不況時には外国人がスケープゴートに」され、「外国人嫌悪の政治」が行われ、1980 年代
後半から 90 年代初めにかけて庇護申請者やドイツ系移住者の増加に伴い、極右勢力による
外国人襲撃事件が頻発するなど、様々な形でドイツ社会の外国人敵視が表面化した。第 3
節では、こうした背景の下で「外国人との共生についてどうあるべきかを論じる『多文化
社会』論が各方面から議論されたが、目指すべき『多文化社会像』についての合意」がな
されず、「そのための手段としての統合政策についても具体的な政策」に至らなかった。第
4 節では、「1990 年以降、少子高齢化、ドイツ統一、グローバル化の進展、EU 統合の拡大・
深化など国内外の様々な状況の変化が、ドイツの国家観にも変化を」もたらし、1998 年に
「SPD と緑の党の連立政権」が誕生し、それを契機に「ドイツは移民政策推進に向けて大き
く舵を切った」。まず、出生地主義を導入し、国籍要件の緩和を行う国籍法が改正された。
つぎに、高度技術者の受け入れのために「グリーン・カード政策」が導入された。最後に、
審議会として移住委員会を設置し、この報告書を受けて、移住法が制定された。与野党の
間で粘り強い交渉が続けられ、法案提出から 3 年を経て合意が成立した。移住法には、滞
在資格と労働許可の一本化、労働移民、難民、ドイツ系移住者、外国人の子どもの呼び寄
せ、統合、国内安全保障についての規定が含まれている。さらに、統合政策として、統合
講座の受講、連邦政府や移民団体をはじめとする多様な参加者による統合サミットの開催
と共に統合計画が策定された。さらに、統合政策にとって重要なイスラムとのかかわりを
議論するために、ショイブレ内相の呼びかけで、ドイツ・イスラム会議が開催されている。
第 5 節では、2014 年マイクロセンサスによると、「移民の背景を持つ者」が、1638 万人（全
人口の 20.3%）に達しており、その出身国の多様性が述べられる。
第２章
第２章から第４章では，「移民の社会統合の状況をより多面的かつ詳細に把握するため，
社会統合を論じる上で特に重要な教育，政治参加，差別の３つの観点から，現状を分析し
課題を考察する」。また，統合政策における双方向性にも焦点を当て，「すなわち社会統合
を移民側と受け入れ社会側双方の課題と位置付け，統合政策のあり方について」検討を行
う。
第２章「教育と統合」では，「外国人政策期の教育政策を概観し，その政策がもたらした
帰結として PISA2000/2003 の結果や移民と「移民の背景のないもの」の就学状況における
格差について考察する。その上で，連邦レベル・州レベルでの具体的な取り組みから，そ
の成果と課題を検証する」。
「外国人政策期、外国人労働者は帰国を前提とした一時的な滞在者と見られていたため、
彼らの子どもの教育においてもその前提が適用され、ドイツ社会への適応と母国への帰国
能力の維持の両立を求める『二重政策』が講じられた。しかし、結果として定住者となっ
8ていた移民の子どもの低学力は、2001 年の PISA（生徒の学習到達度調査）ショックを機に
明らかとなる」。つまり「ドイツの生徒の学習到達度は、読解力、数学的リテラシー、科学
的リテラシーのいずれにおいても OECD の平均点に満たず」、一人当たり GDP が 2 万ドルを
超える先進国ではイタリアに次ぐ最下位である。これは、「第一に家庭・学校におけるドイ
ツ語習得の不備、第二に社会経済文化的環境が学力に反映されやすいという社会的要因、
第三に相対的に低い社会経済的状況にある家庭環境という 3 つの要因に起因」している。
こうした状況を改善するために、連邦・州・学校レベルで様々な取り組みが行われている。
連邦及び州レベルでの政策の指針となる「常設文部大臣会議・移民団体の共同宣言」が出
され、教育カリキュラムの新たな試みとして、終日学校、並びにドイツ語によるイスラム
学の授業が導入された。宣言では、連邦政府による統合計画と「家庭と地域社会の教育施
設との積極的協力」を柱に、州や移民団体が担うべき課題が提示されている。「教育格差と
貧困の悪循環」が懸念され、「社会の階層化と固定化を避ける」ために、「青少年の学習意
欲を高めるため、親世代も含めた就労支援や職業訓練、雇用における差別撤廃」が必要で
あることを指摘する。
第３章
第３章「政治参加と統合」では、ドイツにおける移民と選挙権との関係を歴史的文脈か
ら論じた上で，移民有権者の政治への関心や投票行動，自治体レベルでの移民議員の現状
について分析し，移民の政治参加が統合にもたらす影響について考察する。
「政治参加は、社会の一員としての役割を担い、責任を分かち合うという意味で、移民
の社会統合を促進」するうえで重要であり、「民主主義を体得する機会としても重視すべき
要素である」。選挙権に関して、ドイツにおける「移民の背景を持つ者」は、①移民ドイツ
人(ドイツ国籍者)として国政・自治体レベルの選挙権を持つ者、②「EU 市民として自治体
レベルの選挙権を持つ者」、③「外国人としていずれの選挙権を持たない者」の３グループ
に分けられる。
ドイツの国内外で公表されている「政治に対する移民の関心や投票行動について」の各
種調査・報告書に基づいて、移民の「政治に対する関心」、「政治的理解対応能力」、「支持
政党」、「投票行動」を考察する。さらに、「移民は有権者としてだけではなく、議員として
も徐々に存在感を強めている」。全議席に占める移民議員の割合（2006～2011 年）が最も
高いのは、第６章で取り上げられるフランクフルト・アム・マイン市の 16.1%（人口比 40%）
である。女性の比率は、36%から 40%に増加している。出身国では、最大グループはトル
コ系である。党派では、中道左派政党（社会民主党、緑の党、左翼党）との結びつきが強
い。大多数の議員は、移民政策問題の専門家と見られているという認識を持つ。
このような実態調査を基に、移民の政治参加がもたらす影響について、以下のような５
つの観点を指摘している。第一に、「移民の声を政治に反映させること」である。第二に、
「移民が有権者になることによって、社会における彼らの存在認知が促される」ことであ
9る。第三に、「移民の民主主義意識の強化」である。第四に、「住民自治の強化」につなが
ることである。第五に、「移民の社会統合促進が期待される」ことである。その上で、今後
の課題として、「外国人住民への選挙権付与」を国籍要件と切り離して、実現することを挙
げている。
調査資料から、「移民の社会統合が世代を経て進展している様子や、移民の多様化ととも
に政治的志向も個人化しつつあること、トルコ系移民や女性移民の活躍など、これまでの
認識とは異なる新たな側面も確認」されている。しかし、教育分野や生活・就労分野など
と比較して、統計や調査資料がまだ少ないことが指摘される。そして、今後の課題として、
「移民、特に選挙権のない非 EU 出身外国人の政治参加ならびに政治的統合の促進」を指
摘している。
第４章
第４章「差別と統合」では，移民の被差別体験に目を向け，関連する各種調査の結果を
概観するとともに，差別が行われる具体的な場面として教育分野と就労分野を取り上げ，
差別のより詳細な実態とその構造を明らかにする。さらに，こうした実情を踏まえて，被
差別体験が及ぼす統合やドイツ社会への影響を検証する。
近年、ドイツ国内外で移民の被差別体験に関する各種調査（EU マイノリティ・差別調査、
欧州第二世代の統合調査、「移民の背景を持つ者と持たない者の不利益扱い体験の東西比較
調査」、ドイツにおけるムスリム調査）が行われており、これによると、「移民の中でも特
に、移民の背景が視覚的に明らかであることやムスリムであることなどが差別されやすい
特徴となっている。また、学校など教育現場や就職時でも様々な形での差別が確認された」。
「一般的に移民の子どもの低学力・低学歴、移民の高失業率、低所得が各種調査や統計か
ら明らかにされているが、他方では、移民に対する差別の実態も報告されており、両者に
は何らかの因果関係があることも推測される」。
こうした「被差別体験は、ドイツ社会に対する移民の心情や信頼、統合意欲にも作用し、
統合政策の効果や今後のドイツ社会の行方にも影響を及ぼす」。この点は以下のような３つ
の観点から述べられている。第一に、「移民に対する差別は、①移民の統合意欲を損なう、
②教育面・就労面・社会面における移民の統合を妨げる、③ドイツ系住民側と移民側によ
る『双方向からの統合』を妨げるという三重の意味で、移民の社会統合を阻害する」。第二
に、「差別は、ホスト社会と移民社会が分離状態にあるような、いわゆる『平行社会』の形
成を助長する要因ともなる」。第三に、「高度技能保持者の獲得が困難になる」という「誤
算」を修正し、「進展しつつある少子高齢化や人口減少の中で労働力・競争力を維持してい
くためにも、より明確な反差別へのアピールが必要となる」。
差別解消の取り組みとして、連邦政府によって、2006 年に一般平等待遇法が施行され、
連邦反差別局が設置された。こうした法整備と共に、具体的な取り組みが必要であり、連
邦反差別局によって、「匿名履歴書プロジェクト」が実施されている。また三分岐型教育制
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度の改革の必要性についての指摘がある。2012 年の第五回統合サミットで策定された統合
行動計画では、たとえば教育分野における異文化解放戦略の実施支援の取り組みがある。
自治体レベルにおける取り組みとして、フランクフルト市による 2003 年に制定された全国
初の反差別指針がある。
移民に対する反差別政策と統合政策を促進するために、検討すべき課題として、四点が
あげられている。第一に、今後増加する「ドイツ出生者やドイツ国籍者の次世代移民は権
利意識が高く、差別をより敏感に察知する。それ故、今まで以上に反差別政策の強化・拡
充が必要となる」。第二に、「出身国、国籍、宗教、世代、学歴、職業などによる移民の多
様化に伴い、被差別行為において移民を一括りにすることには無理が生じている。移民の
中でも『差別を受けやすい』特徴があり、個別の特徴に的を絞った反差別策や統合支援策
が必要である」。第三に、「差別行為が統合の進展を妨げるものである以上、差別防止をよ
り明確に統合政策の中に、位置づけることが必要である。それは『受け入れ国側の課題』
を提示し、実質的に統合政策を双方向で進めていくことをアピールするもの」である。第
四に、「統合政策は参政権などの法的平等の達成や移民に受入国の言語を習得させるだけで
は決して十分ではなく、社会的・経済的・政治的統合に加えて、様々なアイデンティティ
に対する承認と尊重、即ち、異民族文化の多様性に対する肯定的認識と価値観をもたらす
ような政策が求められ」ている。
第５章
第５章と第６章では，ドイツにおける移民政策の重層性に着目し，連邦レベルとは異な
る自治体からの視点で，「移民国ではない」国の自治体が移民にどう向き合ってきたのかを
検証し，統合政策における自治体の役割を検討する。
第５章「自治体の統合政策」では，歴史的視点から自治体における「外国人問題」の様
相を概観・考察し，「外国人問題の自治体化」に至る経緯について詳述する。さらにドイツ
の移民国転換後も自治体にとって統合政策の重要性が高まっている背景や，自治体におけ
る統合政策の目標ならびに今後の課題を考察する。
20 世紀末まで、連邦・州レベルで積極的な統合政策が行われてこなかったが、他方、「外
国人」が居住する自治体では、1960 年代から彼らとの共生が課題となっていた。自治体で
も、当初は、「外国人労働者の支援は、彼らを雇用した企業や各種福祉団体が行うべき」と
いう「消極的関与に止まっていたが、外国人の増加と定住化とともに、特に大都市では、『移
民国ではない』という連邦政府の主張とはかけ離れた現実の下、自治体も外国人住民への
対応を迫られるように」なった。この「連邦政府による自治体への課題転嫁は、フィルジ
ンガーによって『外国人問題の自治体化』」と呼ばれた。「一方で、連邦・州レベルでの統
合政策の欠如は、自治体に裁量の余地をもたらし、自治体は地域の実情に応じて策を講じ
ていくこととなる。それが統合政策の多様化につながり、ドイツの統合政策の一つの特徴
となっている」。
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外国人政策期においては、1964 年にドイツ都市会議によって調査が行われ、家族呼び寄
せ、住居調達、社会福祉、教育問題、青少年保護施設、対策の協力体制について 65 都市か
ら回答が寄せられている。1980 年には、ドイツ都市会議は、「私たちの市の外国人共住市民」
をテーマに専門家会議を開催している。この会議では、「自治体レベルでは、外国人の移民
化、統合政策の恒常化、問題の一般化が意識されていた」。この時期には、自治体は、「移
民国でない自治体」から脱して、「移民国ではない国の中で、移民との共生を模索する自治
体」へと変容を遂げている。
関連して、フィルジンガーは、「統合政策は外国人のためだけではなく、ドイツ人への対
応も含めて取り組むべき課題であること」を示唆する。「統合政策を差別や偏見など受け入
れ社会側の問題を含めて議論することにより、」「統合政策＝外国人に対する支援政策」と
いう枠組みや、「外国人＝支援される側」、「ドイツ人＝支援する側」という考え方に修正を
迫るものであり、「一方通行的統合政策から双方向的統合政策への転換を促すもの」である。
「2005 年の移住法施行により、ようやく連邦レベルでの統合政策が行われるようになっ
たが、これで自治体の役割が終わったわけではない。むしろ、自治体における統合政策の
重要性は以前より増大した」。その背景として、４つの要因がある。第一に、「連邦レベル
の政治的・法的枠組みの変化によって、政策分野における統合政策の位置づけが格上げさ
れたこと」である。第二に、「統合政策が連邦・州・市町村の共通課題として位置づけられ
たこと」である。これにより、「自治体は財政的負担を軽減し、また積極的統合政策に対し
て住民の理解を得やすくなった」。第三に、「統合の成否によるチャンスとリスクが認識さ
れるように少子高齢化に伴う人口変動の中で自治体レベルでも格差が拡大した。これらの
自治体の未来は、移民によってもたらされるチャンスをいかに活用するかに係わっている」。
それは「自治体の生き残り戦略の一つ」である。第四に、「国際機関、EU、国の機関・組
織など外部からの働きかけによっても自治体の活動範囲が拡大したことが挙げられる」。
さらに、各自治体が策定した統合政策基本構想の概観によれば、主たる目標として、①
「移民の社会的・文化的・地域的・経済的な包括的参加」、②「異なる出身の人々の平和的
かつ同権的共生」、③「差別や移民敵視の解消」があげられている。
第６章
第６章「フランクフルトの統合政策」では，統合政策で先進的な取り組みを行ってきた
自治体の事例としてフランクフルト市の試みが取り上げられる。フランクフルトが移民集
住都市に至った経緯や現在の様相を国レベルの移民政策と関連づけながら詳述し，多文化
局，外国人代表者会議，市の「統合・多様性構想」という３つの柱から，フランクフルト
における統合政策の特徴とその方向性を検証する。
フランクフルト市は、「早くから外国人の集住が進み、外国人人口比率は 1980 年には 20%
に達していた」。1989 年に市に赤緑の連立政府が誕生したのを契機にして、「外国人・ドイ
ツ人住民双方を視野に統合を促す新しいタイプの行政部局として多文化局が創設された」。
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この多文化局は、行政横断的な局で、「行政内外の様々な部局や団体と連携をとり、統合政
策におけるコーディネート機関として機能している」。「外国人代表者会議は参政権のない
外国人住民の声を市政に反映させるための制度として、ヘッセン州自治法に基づき設置さ
れている。外国人代表者会議は外国人が『市民』として、『住民』として、『マイノリティ』
として議論・対話をする場として一定の役割はあるが、市議会での決定権は保留されてい
ることから政策への実質的な関与には制限」がある。さらに、2010 年に「統合政策の基本
理念となる『統合・多様性構想』が策定された。その特徴は、『多文化』から『多様性』へ
の着眼点の変化、ダイバーシテイ・マネージメントの適用、統合政策の自己課題化にある」。
「世界に開かれた開放性、多様性、寛容性、現実重視の姿勢が、フランクフルトの先進的
取り組みにつながっている」ことが指摘される。
第１節では 1980 年代までの「外国人」政策が概観される。第 2節では、多文化局が取り
上げられる。フランクフルト的多元主義は、次の三つの側面からなる多角的多元主義であ
る。第一の側面は、「『住民の多様性』への実務的対応」である。市は、「住民の人種的・宗
教的・言語的多様性を踏まえ、住民の平和的共生という目的を達成するための手段として、
その実情に対応するサービスを多文化局に課している」。第二の側面は、「多文化局はすべ
ての市民を視野に置き、啓発活動を行っている」。特に「マジョリティとマイノリティの融
和と相互理解に力がそそがれている」。第三の側面は、「行政自体の多文化化」である。
多文化局の活動分野は多様であり、「高齢者と移住、差別対策、職業教育と職業、教育と
統合、対話とコミュニケーション、健康、統合と多様性、紛争の仲裁と予防、協同活動（欧
州・連邦レベルのプロジェクトへの参加）、文化活動、多文化相談・案内（各種団体、施設、
支援組織、相談所に関する情報提供）、広報、宗教的多様性、移住とドイツ国籍取得など多
岐に亘り、それぞれの分野で各種プロジェクトが進行している」。また、「全国初の、自治
体内部での差別を禁止する差別禁止指針（2003 年制定）」も多文化局が担当した。2005 年
以降新規移民に義務付けられた統合講座に先駆けて、フランクフルトでは、2001 年から多
文化局のパイロット・プロジェクトとして「言語・オリエンテーション講座」が実施され
ていた。「しかし、多文化局は市行政の一部局であり、その活動に限界もある。特に局設立
初期には連邦政府の政策的不備による制度的『連邦限界』の壁が数多く指摘」されている。
2005 年移住法の制定により「移民国ドイツ」への方向転換がなされ、この「連邦限界」は
取り除かれた。
第 3 節では、外国人代表者会議が取り上げられる。「多文化局が行政内の一組織であるの
に対して、外国人代表者会議は、行政から独立した協議会であり、市政に対する審議機関
的役割を担っている」。ドイツでは、1990 年の連邦憲法裁判所判決により、選挙権はドイツ
国籍者に限ることが確定したため、外国人協議会が「地方選挙権の代替制度」として注目
されるようになる。
フランクフルト市では、市議会の付属機関として、「外国人住民の市政参加の場」と位置
づけられる。外国人協議会は、①市政参加、②住民自治、③マイノリティ政策という三側
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面を持つ。①の市政参加については、外国人を市民として社会的に認知し、「市議会との対
話」を行う機関である。外国人協議会の構成員は外国人住民による選挙によって選出され
る。しかし、実態は意見聴取であり、決議権は認められていないので、「自治体のアリバイ
作り」という批判がある。②の住民参加については、外国人協議会は住民として「行政と
の対話」を行うものである。ドイツの自治体議員は、名誉職であり、職業化されていない。
フランクフルト市外国人代表者会議は、市議会のみならず、地区協議会や市議会の各委員
会にも代表者を送っている。さらに、州レベルで「ヘッセン州外国人協議会共同体」、連邦
レベルで「連邦外国人協議会」が設置され、州政府や連邦政府への関与が模索されている。
③のマイノリティ政策では、外国人協議会は「マイノリティとしての外国人住民の存在と
権利を主張する場」であり、「ドイツ人住民と外国人住民との対話」を行う役割を持つ。今
後、「外なる対話（『外国人住民とドイツ住民の対話』）」と共に、「内なる対話（『外国人住
民同士の対話』）の場としての役割」を担うことが求められる。
フランクフルト市の外国人代表者会議の 1991 年の第一回選挙から 2015 年の第六回選挙
までの分析からは、投票率が低いこと、立候補者は多国籍化していること、出身国毎の利
害代表組織としての立候補グループと既存政党系の立候補グループがあること、第五回ま
で当選者はトルコ系ドイツ人やトルコ人が圧倒的多数であることなどが指摘されている。
提案が必ずしも市議会に受け入れられるわけではないが、外国人代表者会議からの提案・
質問・意見表明は、社会に対する問題提起になり、市議会・行政・住民との相互理解や対
話を促すという点でも有効である。その意味で、「『フランクフルト市民』としてのアイデ
ンティティ形成に寄与」している。改善すべき課題として、外国人代表者会議の組織体制
の強化、市議会・行政との関係改善、外国人代表者会議が「フランクフルトの３分の 1 の
住民によってえらばれた代表」という認識が市側に欠如していること、「統合政策を進める
パートナーであるべき多文化局とは互いにライバル関係にあり、協力体制ができていない
こと」が指摘されている。
第４節では、フランクフルト市における多様性社会の現状と、2010 年に策定された「統
合・多様性構想」が取り上げられる。フランクフルト市は、多文化局や外国人代表者会議
の設立後、約 20 年を経て、「より多様性に富む社会へと変貌を遂げている」。
人口では、1990 年から 2014 年までで約 8.6 万人増加し、外国人と移民によって人口数を
維持している。ドイツ国籍取得の要件が緩和され、ドイツ国籍取得者が増加し、住民はさ
らに多様化し、人口の流動性が高い。カトリックとプロテスタントの人口数は大幅に減少
している。国籍別集団のセグレゲーションは緩和傾向にあり、分散化が進行している。外
国人生徒の中でギムナジウム在籍者は 3 割強であり、移民の背景のない生徒の 6 割以上に
比して低い。大学進学率は増加傾向にある。
2010 年に策定された「統合・多様性構想」は、「グローバル・シティ」として、「①差異
を尊重する、②重層性・多面性という、フランクフルトの地域特性に着目する、③横断的
課題として統合政策を行う」という 3 つの目標が設定されている。構想の特徴として、第
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一に、住民の「多様性」に着目し、同一国籍者を一集団として捉える「『多文化』の概念を
超えた『超多様性』を直視し、より現実に即した統合政策を試み」ている。第二に、「ダイ
バーシテイ・マネージメント」であり、「企業における人材活用術の一手法で、従業員の多
様性を企業の成果やより良い社内環境づくり（開放性、寛容性など）につなげようという
試み」である。個人を重視し、連邦よりもより包括的・総合的な政策を意識している。第
三に、フランクフルト市は、「自治体側の社会適応」を自己課題と位置付けている。このよ
うに統合・多様性構想では、「『差異の尊重』だけではなく、社会の『共通性』も重視され
ている」。
第５節では、フランクフルト市が、国際金融都市として、「世界に開かれた開放性、多様
性、寛容性」を必要とし、このために、多文化局を創設し、「統合・多様性構想」が策定さ
れたこと、フランクフルト市の「現実重視の姿勢」が統合政策の形成に関係していること、
緑の党の存在が大きな役割を果たしたこと、「当事者の声を聴くこと」が不可欠であり外国
人代表者会議がその役割を果たし、それを市政の中に組み込んだことが指摘されている。
終章
終章「多様化するドイツ社会の課題と展望」では，連邦レベルでの移民政策がドイツ社
会にもたらした影響と帰結を総括するとともに，統合政策進展において自治体が果たした
役割を明確にする。最後に，多文化を超え多様化するドイツ社会の課題と展望を，今後の
統合政策のあり方から考察する。
第１節では、移民政策の特徴と帰結が述べられる。ドイツでは、1979 年の初代外国人担
当官キューンによる覚書が最初の試みであったが、その後 20 年間統合政策の導入が先送り
される。理由として、第一に、ドイツの民族中心的国民概念の存在であり、血統主義によ
る国籍法が制度として維持された。第二に、トレンハルトのいう「外国人嫌悪の政治」で
あり、戦後ドイツの奇跡の復興に大きく貢献した「外国人労働者」は、他方で「不満の捌
け口」として政治利用されている。第三に、クリングホルツのいう「多文化的寛容性」で
あり、「外国人や異文化に対する批判を抑制した側の問題」があった。「アテシが批判した
『誤った理解に基づくマジョリティ側の寛容性』」の問題である。第四に、「政府によるト
ップダウン式の政策転換が困難な、ドイツ連邦制政治システムによるものである」。こうし
た「四つの理由の相乗効果によって、ドイツでは長く『外国人政策』が堅持され、統合政
策を含む移民政策の遅れにつながった」。「こうした統合政策の遅れは、当然のことながら
移民の社会的統合に不備をきたし、移民の社会的底辺化・周辺化を招くことになった」。
移民政策、統合政策は、自治体、州、連邦、EU レベルで重層的に行われている。EU 市
民のみが、統合講座の受講義務免除や、滞在三か月で居住自治体の選挙権が付与されるな
ど、「EU の政策と自治体の実情の歪み」が存在し、連邦・州・自治体のそれぞれの権限の
分割を調整し、三者の連携と適切な役割分担を行うことなどの課題がある。統合政策にお
いては、「受け入れ社会側」と「移民側」の双方向性が必要であり、「不十分な双方向性」
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の問題がある。
第２節では、統合政策における自治体の役割として、「下請け機関」、「前線組織」、「自治
組織」という三側面が指摘されている。第一に、自治体は「下請け機関」としてその役割
を担った。「移民国ではない」という原則の下で、「移民に対する包括的な統合政策が欠如
し、移民の流入によって生じる住宅、教育、社会保障、地域住民との共生などの問題は、
主として彼らが居住する自治体に対応が課せられた」。「自治体の下請け機関的役割は、2007
年の『統合計画』において、『地域で統合を支援する』という大きな柱の担い手＝統合政策
のパートナーと認識されるまで』」続いた。第二に、自治体は、「前線組織」の役割として、
「連邦政府への問題提起、情報提供」を行ってきた。「自治体は独自の取り組みやそのノウ
ハウなど情報・経験・知識を蓄積してきた」。それが後に、「連邦レベルの統合政策に活か
された事例も少なくない」。「先進的な取り組みによって統合政策の進展に寄与する貢献者
としての側面が確認できる」。第三に、自治体は、「必要に迫られて統合政策を考案、実施」
してきた。「連邦制による地方分権構造が自治体に一定の裁量の余地をもたらしたことも、
統合政策の地域別多様化を促し、それがドイツにおける統合政策の特徴となっている」。こ
の自治体の統合政策は、フランクフルトの事例にあるように、「自治体の生き残り戦略とし
ても重要性を増している」。
第３節では、今後の課題と展望として、多様性社会の問題が指摘される。第一に、フラ
ンクフルト市の「超多様性」が示すように、「多文化社会から多様性社会へ」の転換が指摘
される。ドイツは「外国人労働者の受け入れから 60 年を経て」、移民の様相は、国籍、出
身国、滞在期間、移住経験の有無など移民特有の項目のみならず、移住の経緯、学歴、職
業、所得、家族形態、法的地位などにおいて多様化している」。さらに、セクシャリティの
多様性の問題などがある。第二に、「ムスリムとの共生」というドイツ社会にとって「大き
な困難を伴う挑戦であり、不可避の課題」がある。これについては、イスラム会議などを
通して、ムスリムとの共生の試みが行われている。第三に、ドイツ社会が、困難ではある
が、対話や合意形成を積み重ねることにより、質的転換を促すプロセスを歩んでいること
が指摘される。
４. 公聴会での質疑応答
2016 年 6 月 16 日に行われた公聴会（公開）においてなされた主要な質疑応答は以下の
とおりである。
(1)「遅れてきた移民国ドイツ」という点
分析視点として、「同時代的に外国人政策から移民政策への転換過程を見る場合」と、今
の立場から振り返ってみて「なぜドイツが早く移民政策をとらなかったのか」を見る視点
がありうる。本論文では、最初に「遅れてきた移民国」という表現が使われている。この
「遅れてきた」という表現は、移民国という何らかの正しいあり方があり、ドイツはよう
やくそれに到達したというニュアンスがある。ドイツにいるトルコ人が、これまで平等に
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扱われておらず、連邦政府がようやく移民の統合政策に取り組んだという意味では、良く
理解できる。しかし、日本の研究者としては、もっと突き放して、「ドイツがどのように問
題を抱えてきて、なぜそれがなかなか解決できなかったのか、なかなかうまくいかない中
どのように解決したのか」というドイツのダイナミズムを捉える分析視点があれば、もっ
と生き生きとした叙述になったと思う。いわば、「悩みの共感」の視点からの叙述である。
本論文は、歴史や事実を丁寧に追いかけているが、その中に見える論理性は何だろうか?
それぞれの概念については、前のめりに定義するよりも、ゆっくり叙述しながら、ドイツ
のありようはどのようなものか、ドイツのやり方を多様性の中に位置づけることが重要で
ある。あるべき姿が強いのではないか。
これに対しては、次のような答えがあった。「遅れてきた移民国」については、ドイツは
1970、1980 年代にすでに定住化が進んでおり、実態として移民国が成立していたのに対し
て、コール連邦政府は「移民国ではない」という立場をとり、現実とのずれがあった。こ
の点から使っている。また、フランスとイギリスと比較して、政策や制度の導入が遅かっ
たという意味である。
(2)「移民というキー概念」のむつかしさについて
ドイツの連邦政府は、かつて「移民国でないこと」にこだわってきた。移民といっても、
移住、難民、労働移住など違いがあり、移民と移住の使い分けが重要であり、移民概念の
取り扱いはむつかしいところがある。概念をもっと深める議論が必要である。「統合」とい
う概念についても、概念がどのように使われてきたのか、どのような対立の中で使われて
きたのか、そうした考察があれば、もっと深めることができた。
スウェーデンや北欧諸国では、新しい移民政策が早くから試みられているが、キーワー
ドの定義はなかなかむつかしく、日本語への翻訳が困難である。これは、研究者の世代に
よっても、どのような概念としてとらえるかについて違いがあり、悩ましい点がある。従
って、スウェーデン語の原語でそのまま表記し、説明する方法がよいと考える。
こうした点については、以下のような答えがあった。本論文では、ドイツの移民政策を
取り上げたが、連邦レベルだけでなく、自治体・地域での取り組みに焦点を当てた。自治
体については、フランクフルト・アム・マイン市の事例を取り上げたが、同じ用語でも、
連邦と自治体では、それぞれ違った意味で使われている。また、時間軸、時期によっても
使い方が異なっている。そうした点を今後もっと掘り下げることか必要であると考えてい
る。この点も含めて、連邦・州・自治体の相互の関係、それぞれの位置づけについても、
さらに深めたい。
(3)「多文化社会と多様性社会」について
多文化については、集団（国籍、民族）が議論になり、多様性も個人とともに集団が担
うものがある。多文化社会と多様性社会の関係については、むつかしいところだが、それ
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自体の深めた考察があれば、もっとよくなった。
イギリスの都市論の中で、スーパーダィバーシテイの議論があり、アイデンティティ論、
問題回避という論点など社会のありようを問う議論がある。ドイツの多様性社会の議論に
も関係するものである。
これに対しては、次のような答えがあった。フランクフルト市では、多様性社会は、多
文化社会を超えた新たなステージとして使われている。多様化社会についてより深めた議
論を行うのが、次の課題と考えている。
(4)移民受け入れの政策判断について
特定国からの移民の受け入れに絞るという政策判断がよいとは考えられないが、ドイツ
でトルコ人の移住が多いが、トルコ人はドイツの経済や社会は住みやすいのだろうか、ド
イツはトルコ人を受け入れやすいのだろうか。
これに対しては、つぎのような答えがあった。トルコ人にとって、ドイツでより良い生
活が可能であり、遠隔地でもあり、定住化の傾向があった。移民の低学歴や髙失業、ステ
ィグマ化されている点では、住みやすくない点があるが、政治参加の割合が相対的に高い
側面もある。政治家によって「ムスリムはドイツ社会の一部である」という言説がいわれ、
ムスリムとの交流のある人々にとってはそうであるが、別の見解もある。
５. 本論文の評価
本論文は、ドイツの移民政策と社会統合に関して、一方で連邦レベルの外国人政策から
移民政策への政策転換の動きと移民の実態を把握しながら、他方で自治体レベルの統合政
策の実態を解明し、統合政策について自治体が果たした役割を、特にフランククフルト・
アム・マイン市についての事例研究により、検証したものである。統合政策においては、
社会統合の現状と課題を分析するために、移民側と受け入れ社会側の双方向性、EU レベル
も含めて連邦・州・自治体それぞれのレベルにおける統合政策の重層性に注目をしている。
こうした分析視点は周到なものである。このように連邦レベルと自治体レベルの両レベル
に焦点を当てるテーマ設定は、独自のものであり、とりわけフランクフルト市の事例研究
は、日本におけるドイツの移民統合政策の研究にとって大きな貢献をするものである。本
論文は実証性に富んだものであるが、この点については、たとえば、①連邦レベルにおけ
る移民政策と統合政策に関して、ドイツおよび EU の実態調査に基づき、移民の現状と課
題を、教育、政治参加、移民に対する差別の三側面から解明したこと、②フランクフルト
の事例研究を、同市の多文化局におけるインターンシップ、インタビュー、各種実態調査
に基づいて、統合政策の実態と課題を詳細に分析したことにあらわれている。さらに、国
際社会学の成果や政治学的言説分析を活用し、実態調査や統計資料、フィールドワークを
組み合わせた、学際的な社会科学アプローチをとっていることも評価できる。
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以下、社会科学研究科の「博士学位論文の審査基準」に従って、以下の諸点において、
十分な水準に達していることを述べる。
(1) 着眼点、方法、内容、結論におけるアイデア、独創性
まず、ドイツにおける移民の統合政策の現状と課題を分析するために、移民側と受け入
れ社会側の双方向性に焦点を当て、連邦・州・自治体それぞれのレベルから統合政策が重
層的に取り組まれたことに着目するという着眼点は高く評価できるものである。そして、
方法論的には、国際社会学や政治学の成果を取り入れ、内容的に豊富な統計資料や実態調
査を駆使して分析した実証性に富むものである点も高く評価できるものである。さらに、
フランクフルト市の事例研究が、多文化局におけるインターンシップやインタビューで得
られた情報に基づいた分析であること、統合政策における連邦レベルと自治体レベルの取
り組みを突き合わせつつ、自治体が連邦に先行して統合政策に取り組んだことの指摘、統
合政策における自治体の役割の重要性を指摘する点は、アイデアに富み、独創的なもので
あると評価できる。これらの諸論点は『著書』としてまとめる際に、方法的に一層精緻化
がなされることにより、より良い成果として結実することが期待される。
(2) 論文のテーマ設定の妥当性、重要性
本論文は、一方で、ドイツの連邦レベルにおける外国人政策から移民・統合政策への転
換を歴史的に跡付けることを行い、他方で自治体レベルにおける統合政策に焦点を当てて、
移民の社会的統合において自治体が行ってきた取り組みがどのようなものであり、どのよ
うな役割を果たしたのかを検証するものである。フランクフルト市についての事例研究は、
連邦レベルにおける移民の統合政策に対して大きな貢献をなす事例であり、このようなテ
ーマ設定は、妥当であり、重要なものである。
ただ、テーマ設定が広範囲であるため、本論文が明らかにした成果を基にして、移民や、
統合概念についてより深めた議論を展開するという今後の課題があることも指摘できる。
(3) テーマに応じた論文の構成の妥当性
序章において研究動向と共にテーマの設定を行い、第一章で連邦レベルにおける外国人
政策から移民政策への転換を扱い、第二章から第四章までの移民・統合政策の分析におい
ては、教育、政治参加、差別の実態という重要な三側面から、各種統計・各種実態調査に
基づいた分析を行なっている。そして、第五章で自治体レベルの統合政策を概観した上で、
第六章でフランクフルト市の事例研究を行い、終章では、連邦レベルと自治体レベルの両
者の分析に基づいて、多様化するドイツ社会の課題を提示している。設定されたテーマと
の関係で、このような論文構成は、妥当で手堅いものである。
(4) 先行研究のサーベイを踏まえた専門分野における貢献度
先行研究との関係でいえば、①連邦政府の外国人政策や移民政策に関しては、主要に政
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治学的分析をサーベイし、②ドイツの国民形成や外国人・移民の統合に関するドイツの類
型に関しては、社会学、歴史学、政治学、国際社会学がサーベイし、③移民の統合政策に
関しては、教育学、社会学、政治社会学、法学からの分析が踏まえられ、④自治体レベル
における統合政策に関しては政治社会学の研究が十分に踏まえられている。全体として、
ドイツの移民・統合政策に関する政治社会学をはじめとする学際的な社会科学的分析に大
いに貢献するものと評価できる。
(5) データや資料に裏付けられた実証性
データや資料に裏付けられた実証性については、特に、第一章の 2005 年から実施されて
いる「移民の背景を持つ者」のマイクロセンサスの統計データを踏まえている点、第二章
から第四章までにおいて、統合政策の重要な三側面、教育と統合、政治参加と統合、差別
と統合に関して、豊富な各種実態調査を活用して、統合政策の実態把握と課題が分析され
ている点が高く評価できる。さらに、第五章の外国人政策の時期の自治体に関しては、ド
イツ都市会議によって行われた調査に基づいて議論を紹介し、特に第六章のフランクフル
ト市の事例研究では、市の関係機関の資料、多文化局、外国人代表者会議など関係機関に
おいて行われたインタビューに基づいて議論を展開しており、論文全体として見た場合、
データや資料に裏付けられた実証性に富むものであるといえる。
(6) 論旨展開における論証力、説得力
本論文は、上記のように各種統計・調査・インタビューなど広範囲なデータに裏付けら
れた分析であるとともに、連邦レベルの移民・統合政策との関係で移民の統合の現場であ
る自治体の統合政策を詳細に分析し、実態面での解明をより重視した点に、特徴がある。
それらを通じて、統合政策の現状と課題を明確にし、統合政策における自治体の役割を引
き出している点で論旨は一貫しており、その点での説得力は高いと考える。
(7) 「専門用語」や「概念」の使い方における正確さ、妥当性、充分性
移民に関しては、2005 年から連邦統計局が毎年実施しているマイクロセンサスの定義で
ある「移民の背景を持つ者」を出発点にして議論を展開しており、統合政策に関しては、
連邦内務省の定義に依拠して議論を開始する。連邦内務省によれば、「統合とは，永続的・
合法的にドイツで生活する全ての人々を社会に編入することを目的とする長期的プロセス」
であり，統合政策の目標は，「ホスト社会の人々と同様に，移住者に対して，経済的・福祉
的・社会的分野に関与する同等の機会を可能にすること」である。こうした点に基づいて
議論を明確に展開している。しかし、とりわけ統合概念に関して、連邦レベルの使い方と
自治体レベルにおける使い方自体にズレがあり、歴史プロセスにおいても変容があること
は事実である。その結果、こうした歴史的プロセスにおいて概念のゆらぎが観察される。
そのような実態を踏まえるなら、こうしたことに整合性を持たせつつ全面的に分析するこ
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とには困難性を伴う。これらの諸点を踏まえ、本論文は、フランクフルトの市の事例に関
しては、概要にあるように、それぞれの箇所で用語を説明しながら使用しており、妥当な
ものである。
前述したように、本論文が明らかにした現状と課題を踏まえて、移民という概念、統合
政策の概念を一層深め、さらにドイツの移民・統合政策の特徴を明らかにするという今後
の課題が残されていることも指摘できる。
(8) 引用の仕方、注の付け方、資料の利用の仕方、文献リストの作り方の正確さ、妥当性、
充分性
引用の仕方、注の付け方、資料の利用の仕方、文献リストの作り方は、正確であり妥当
なものである。また、資料の中の重要な論点を詳しく明示するなどにより、その実証性を
高めており充分なものである。
(9) 社会科学研究科の独自性から要請される学際性、実践性
国際社会学や政治社会学、政治学、教育学の従来の研究を踏まえて、テーマ設定を行っ
た点、そして、外国人政策から移民政策への歴史的展開をフォローし、現在の移民・統合
政策を統計・調査テータ分析、言説分析、政策分析を組み合わせて全体が構成されている
点に見られるように、本論文は社会科学的学際性を志向する論文である。連邦政府レベル
の移民・統合政策の現状と課題、自治体における移民・統合政策の現状と課題の分析は、
実践性のあるものであり、多様化するドイツ社会の課題を展望するものであり、実践性を
有している。
(10) 論文全体としての卓越性
すでに述べたように、「移民国ではない」という言説から実態を踏まえた「移民国ドイツ」
への転換の歴史的展開を俯瞰しながら、連邦レベルにおける外国人政策から移民・統合政
策への転換を把握し、統合政策の実態を移民側と受け入れ社会側の双方向性と政策レベル
の重層性（連邦・州・自治体）から分析した点、自治体レベル特にフランクフルト市の事
例を通じて、フランクフルト市の統合政策の実態と課題（多文化局の活動、外国人代表者
会議の活動、「統合・多様性構想」）を解明し、統合政策における自治体の役割を明らかに
した点は、本論文の卓越性を示すものである。また、本論文は、上記で述べたより深める
ことの必要な諸論点や今後の課題についても十分認識しているものと判断する。
以上の所見と評価を踏まえ、審査員は全員一致で、本論文が「博士（学術）」の学位を受
けるに値するものと認める。
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